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主架構の塑性化の程度を考慮したエネルギーの釣合に基づく第 1層の応答評価法 
 

正会員 ○松澤祐介*1 同 佐藤大樹*2 同 北村春幸*2 

エネルギーの釣合式 鋼構造建物  履歴型ダンパー   同   山口路夫*3 同 脇田直弥*3 同 松蔭知明*3 
等価繰返し数    せん断モデル 時刻歴応答解析 
 
1. はじめに 

 現行の耐震計算法として構造骨組のエネルギー吸収能力によ

り建物の耐震安全性を確保するエネルギーの釣合に基づく応答

予測法 1)（以後，エネルギー法と呼ぶ）が規定されている。 

 制振構造における主架構が弾性でのエネルギー法は，秋山ら
1) により提案され，北村ら 2) により主架構の塑性化を考慮した

エネルギー法へ拡張された。北村らによる方法では，主架構が

大きく塑性化することを想定しているため，主架構が塑性化す

るときのダンパーの等価繰返し数を耐震構造と同じ 1.0 と設定
している。しかし，ダンパーの等価繰返し数は主架構の塑性化

の程度に応じて徐々に低下するため 3) ，主架構がわずかに塑性

化する程度の建物応答では，ダンパーの等価繰返し数は 1.0 よ
り大きくなることが予想される。そこで，本報ではわずかに塑

性化するような建物応答を想定し，そのような建物応答の場合

により適したエネルギー配分が可能となるよう式を拡張する。 
 
2. ダンパーの等価繰返し数の検討 
2. 1 検討対象建物，及び入力地震動の概要 
 検討対象建物は，5階建て，8階建て，10階建ての鋼構造建
物とする。各建物の基準階伏図と軸組図を図 1 (a)～(c) に示す。

制振建物は，ダンパーを図 1 (a)～(c) の示す位置に付与したモ

デルとする。せん断モデルの作成にあたっては，主架構のみの

履歴曲線を完全バイリニア置換して降伏点を求めている 4)。ダ

ンパーには座屈拘束ブレース LY225 を使用し，第 1 層のダン
パーの降伏層せん断力係数 s α y1をパラメータとしている。本報

では s α y1 = 0.02，0.04，0.06，0.08，0.10，0.12，0.15，0.18，
0.20，0.25の 10種類を用いる。 
解析に用いる入力地震動は，Sv = 100 cm/s (h = 5%)となる位相
特性HACHINOHE 1968 EW (以後，ART HACHI)，JMA KOBE 
1995 NS (以後，ART KOBE)の模擬波と，最大速度を 50 cm/sに
基準化したEl Centro1940NS (以後，El Centro)の観測波を採用す
る。入力加速度倍率は 1.0，2.0，4.0 倍を用いて検討を行う。
図 2(a), (b)にそれぞれ入力加速度倍率 1.0 倍の速度応答スペク
トルとエネルギースペクトルを示す。 
2. 2 ダンパーの等価繰返し数の低下率と f μ iの関係 
ダンパーの等価繰返し数 s n iは次式で算出される

1)。 
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ここに，s W pi：ダンパーのエネルギー吸収量，s δ yi：ダンパー

の降伏変形，δ max i：最大層間変形である。 
主架構の塑性変形倍率 f μ iは次式で算出される

1)。 
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ここに，f δyi：主架構の降伏変形である。 

 図 3に，主架構の塑性化にともなうダンパーの等価繰返し数
の低下率 β ni = s n pi / s n eiを縦軸とし，横軸を f μ iとしたときの時

刻歴応答解析結果を示す。ここで，s n eiは主架構を弾性設定し

た場合のダンパーの等価繰返し数，s n piは主架構が弾塑性設定

した場合のダンパーの等価繰返し数である。これまでの方法

(文献 2)では，ダンパーの等価繰返し数に主架構が弾性のとき
は 2.5，主架構が塑性化するときは耐震構造の等価繰返し数と
同じ 1.0を使用している。これを β niで表すと，いずれの f μ iに

おいても 0.4であることを意味する（図 3参照）。図 3より，f 

μ iが大きくなると建物モデル，地震動の種類に関わらず β niは

低下し，f μ i = 3程度から 0.4となる傾向にある。β niは f μ iと係

数 a，bを用いて，次式で表される。 
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図1 基準階伏図と軸組図（単位：m）   ダンパー設置位置 
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 図3 ダンパーの等価繰返し数の低下率と f μ iの関係 

β ni (=s n pi / s n ei) 
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   (a) 速度応答スペクトル   (b) エネルギースペクトル 
図2 各入力地震動のスペクトル(入力加速度倍率 1.0倍) 
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本報では，β niが 0.4となる f μ iを時刻歴応答解析果より 3と定
め，aに- 0.2，bに 1.0を用いる。 
 
3. 主架構の塑性化の程度を考慮したエネルギー法 
3. 1 エネルギーの釣合式 
最大層間変形 δ maxiなどの最大値を算出するときは最大応答

発生時刻 t mにおける釣合式
2)（(4)式）から，主架構の累積塑

性変形倍率 f η iなどの累積値を算出するときは地震終了時刻 t 0

における釣合式 2) ((5)式)から求める。 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )0tEtWtWtWtW Dmpsmpfmesmef =+++  (4) 
( ) ( ) ( )000 tEtWtW Dpspf =+  (5) 

ここに，E D：損傷に寄与する入力エネルギー
1)，f W e：主架構

の弾性振動エネルギー，s W e：ダンパーの弾性振動エネルギー， 

f W p：主架構のエネルギー吸収量，s W p：ダンパーのエネルギ

ー吸収量である。なお，(4)，(5)式で用いる各緒元については
文献 4を参照されたい。 
3. 2 第1層の応答評価式の導出 
 文献 2より，主架構が弾性である場合の非制振弾性モデルの
層せん断力係数に対する第 1層の主架構，ダンパーの層せん断
力係数の割合 f α 1 / f α 0 ，s α y1 / f α 0と，非制振弾性モデルの応答

変形に対する第 1層の最大層間変形の割合 κ1･δ max1 / f δ 0の関係

はそれぞれ(6),(7)式で表され，全体架構（主架構＋ダンパー）
の層せん断力係数は(8)式で表される。 
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ここに，s γ 1：ダンパーの損傷分散係数
4)である。κ1は第 1層の

主架構の剛性を 1質点モデルの等価剛性で除した値である。 
主架構の塑性化の程度を考慮した場合には，各緒元を(4)，

(5)式に代入し，式変形することで，f α y1 / f α 0 ，s α y1 / f α 0と κ1･δ 

max1 / f δ 0の関係を(9)式で表すことができる。また，全体架構の
層せん断力係数は(10)式で表される。 
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ここに，f γ 1：主架構の損傷分散係数
4)，f n 1：主架構の等価繰

返し数 2)である。ここで，括弧書きの添え字は反復操作回数で

ある。右辺の β n1 
(j)は δ max1 

(j)を含む項であるため，左辺の δ max1 
(j+1)と値を一致させる必要がある。そこで，はじめは β n1 

(1)
 = 1

と仮定し δ max1
 (2)を求め，δ max1 

(j+1)が概ね一定値となるまで(9)式
に代入する。なお，収れん計算はいずれのケースにおいても 2
～3回で解が得られることを確認している。 

 図 4に，5層モデルのV D = 300 (cm/s)，s n ei = 2.5とした場合の
全体架構の層せん断力係数 α 1 / f α 0，主架構の層せん断力係数 

f α 1 / f α 0 ，ダンパーの層せん断力係数 s α y1 / f α 0 と最大層間変形

κ1・δ max1 / f δ 0の関係を示す。主架構が弾性である場合の線を灰

色で，主架構が塑性化する場合を黒で示しており，(9)式，(10)
式の線は f α y1 / f α 0 = 0.2として算出している。なお，図中では主
架構が弾性である場合で s α y1 = 0.2の時の α1 / f α 0のプロットを

A，主架構が塑性化する場合をBとしている。図 4より，主架
構が弾性である場合のα 1 / f α 0に着目すると，s α y1 / f α 0を大きく

すると κ1・δ max1 / f δ 0は低減し，α 1 / f α 0は極値となり，その後再

び増大する。次に，主架構が塑性化する場合に着目すると， 

s α y1 / f α 0はダンパーの等価繰返し数が低下するため（図 3参照），
κ1・δ max1 / f δ 0は増大する（図中□→■）。f α 1 / f α 0は 0.2を超える
と主架構が塑性化し，一定値となり，弾性である場合と比較し

て f α 1 / f α 0は減少する（図中△→▲）。以上より，α 1 / f α 0 (B)は
弾性である場合(A)と比較して，α 1 / f α 0は減少するが，κ1・δ max1 

/ f δ 0は増大する結果となる。 
 
4. まとめ 

 主架構の塑性化の程度を考慮したエネルギーの釣合に基づく

応答評価法を提案した。この方法を用いることで，弾性である

層と塑性化する層が混在するようなわずかに塑性化する程度の

建物応答において，より適したエネルギー配分が可能となる。 
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